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市町村教育委員会教育長・教育委員研修会資料

県教育庁義務教育課幼児教育班

発達と学びの連続性を保障する
幼児教育・保育

行政説明
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全ての子供に対して格差なく
質の高い学びを保障する
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幼児教育スタートプランイメージ

幼保小の接続期の質的向
上に向け、全ての子供た
ちの多様性にも配慮した
上で学びや生活の基盤を
育む「幼保小の架け橋プログ
ラム」について、モデル地域
における検証等を通じた開
発・改善を行う。
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幼児教育スタートプランイメージ

域内全体の幼児教育の質
の向上を図るため、幼児教
育アドバイザーの配置等に
より、地域の幼児教育に関す
る課題に的確に対応する自

治体の幼児教育推進体制
の活用支援を強化する。

4



「幼児教育の質の向上」推進体制（※網掛け部分が今回市町村から派遣募集する職種）

班
長

指
導
主
事

【
小
学
校
教
諭
】

事
務
職
員

（
子
育
て
支
援
課
併
任
）

幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

（
幼
稚
園
）

幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

（
認
定
こ
ど
も
園
）

幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

（
保
育
所
）

指
導
主
事

【
市
町
村
派
遣
職
員
】

会計年度任用職員（3名）
各園種の退職教諭を採用

常勤職員（４名）
指
導
主
事

【
小
学
校
教
諭
】

指
導
主
事

【
市
町
村
派
遣
職
員
】

県立総合教育センター

連携

県教育庁義務教育課 幼児教育班
担当職員（２名）登録制

(10名)
幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

（
専
門
分
野
）

県子ども
生活福祉
部

連
携

5



県幼児教育アドバイザー巡回支援訪問事業の概要
３．「幼児教育班」の取組状況

市町村
（教育委員会・保育主管部局）

①提出

県教育庁義務教育課幼児教育班
（県幼児教育アドバイザー巡回支援訪問事業）

③ 日程調整・電話での聞き取り
④ 訪問決定通知・計画書の送付

幼児教育アドバイザー
登録制アドバイザー

⑥ 事後アンケートの依頼
⑦ 訪問報告書の送付

⑤ 訪問を実施

➁申込
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訪問支援、研修支援回数（12月末現在）
（3月までの予定及びオンライン研修を含む）

地区 訪問支援 研修支援

国頭地区 ９ 27

中頭地区 13 41

那覇地区 26 19

島尻地区 5 31

宮古地区 15 8

八重山地区 7 9

合計 75 135
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県幼児教育アドバイザー巡回支援訪問事業
〇訪問支援：直接訪問して、相談内容について助言

訪問依頼数（令和３年12月現在）

〇研修会支援：講師として派遣及びオンライン研修へ参加
研修依頼数（令和３年12月現在）

保育園 幼稚園 認定こども園 小学校 計

35園 24園 15園 1校 75

市町村教育委員会 市町村福祉部局 オンライン研修

23 ８ 104園

オンライン研修に参加
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質の高い幼児教育
を提供する

9



｢令和の日本型学校教育｣の構築を目指して(答申)【概要】

•小学校との円滑な接続、質の評
価を通じたPDCAサイクルの構

築等により、質の高い教育
を提供

•身近な環境に主体的に関わ
り様々な活動を楽しむ中で達成
感を味わいながら、全ての幼児
が健やかに育つことができる

幼児教育
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質の高い幼児教育を提供する背景
社会状況の変化等による幼児の生活体験の不足

→基本的な技能等が身に付いていない状況

幼稚園教育と小学校教育の接続で、子供や教員の交流は進んでいる

→教育課程の接続が十分であるとはいえない状況

非認知能力といったものを幼児期に身に付けさせる

→大人になってから生活に大きな差を生じさせる研究成果

幼児期における語彙数、多様な運動経験が

→その後の学力、運動能力に大きな影響を与える調査結果
文部科学省 幼児教育部会における審議の取りまとめ（平成28年） 現行幼稚園教育要領等の成果と課題より
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３歳以上の幼児教育の部分が共通化

どの施設でも３歳以上は「共通の教育」を行う

幼稚園教育要領

文部科学省

認定こども園
教育・保育要領

内閣府

保育所保育指針

厚生労働省

５ 歳
４ 歳
３ 歳

５ 歳
４ 歳
３ 歳
２ 歳
１ 歳
０ 歳

５ 歳
４ 歳
３ 歳
２ 歳
１ 歳
０ 歳

平成29年３月告示

幼児教育施設
として位置づけられた
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令和3年度県内 公立幼稚園 複数年保育の状況

公立幼稚園複数年保育状況

3年保育実施 2年保育実施 1年保育実施

保育実施年数 園数（%）

3年保育実施 27園（19.7％）

2年保育実施 64園（46.7％）

1年保育実施 46園（33.6%）
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幼児教育は

環境を通して遊びの中で学びます

主体的・対話的で深い学び

なぜだろう？
きっと
こうなる
だろう？

意見のやりとり
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幼児教育の質に関する認識の共有

○ 質の高い幼児教育とは何か

いわゆる早期教育や小学校教育の前倒しと誤解

されがち 社会的な認識が共有されていない。

○身体と感覚・感性を通じた体験が必要な時期

幼児教育の学びの特性を、様々な研究や実践の成
果に基づく知見を活用して幅広く伝える必要がある。

令和3年度幼稚園教育理解推進事業(中央協議会）
配付資料 質の高い幼児教育の実現に向けて
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小学校教育との円滑な接続の推進
・「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりに幼小の教職員の連携促進
・スタートカリキュラムを活用した幼児教育と小学校教育との接続の一層の強化
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小学校は幼児期の学びを活かそう！

そうすれば、

こんないいことがある！

◎充実した経験の中で、

自信を身につけ、

自己肯定感が上がる

◎主体的に学ぶようになり、

自己有用感も高まる
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質の高い幼児教育に必要なものとは？

学び続ける
保育者

意図的・計画的な
指導計画

充実した
環境

ノンコンタクトタイムの確保が重要
「地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討会 取りまとめ 概要」（厚生労働省令和3年12月20日）
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令和３年度 幼児教育班の取組内容

□「黄金っ子応援プラン(第２期:R2～6)」 □「沖縄型幼児教育」の推進

□ 法定研修等(初任研､２年研､中堅研) 

□保育士等キャリアアップ研修等

□ 幼児教育連携体制推進事業（R1～Ｒ３)

：①金武町、②中城村、③伊江村、④宮古島市

市町村「幼小接続アドバイザー」配置のための補助事業

□ 市町村幼児教育支援事業（R2～Ｒ４）

県「幼児教育アドバイザー」を配置し訪問支援を実施

□ 文部科学省幼稚園理解推進事業(教育課程研究、園長等運営管理協議会）

「教育課程研究協議テーマ」を全地区で取り組む

金武町･嘉手納町･北谷町･那覇市･南城市･宮古島市･石垣市
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県内の幼児教育・保育施設数

保育所 認定こども園 幼稚園

８４７園 １６８園 １６０園

県内の幼児教育施設数（R3.6）

保育所

72.1

％

認定こども園

14.3％

幼稚園

13.6％

県内の幼児教育施設の割合

保育所 認定こども園 幼稚園

総数：1175園

保育所は法定研修がない。
６割(Ｒ1県平均)は保育所から入学
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３．「幼児教育班」の取組状況
市町村における幼児教育支援体制について①

沖縄県における幼児教育・保育の担当部局の状況（R2）

教育委員会で
一元化

教育委員会･福祉部局で
二元化

福祉部局で
一元化

３市町村
（7.3％）

32市町村
（78.1％）

6市町村
（14.6％）

※福祉部局に一元化しても「教育委員会」の関わりは欠かせない

※「沖縄型幼児教育」のねらい
子どもの発達と学びの連続性を保障するために、
公立幼稚園（又は認定こども園）が結節点となり、
横の連携（幼児教育施設同士）と
縦の連携（幼児教育施設と小学校）を行う。

小

幼保 こ

23



•現代的な諸課題を踏まえた教育内容の見直し
•食育など専門性のある研修
•所長・主任向けの保育所運営支援事業
•保護者の意識向上についての支援
•好事例園への訪問 ・保幼こ小連携について

•園内研修の仕方について
•預かり保育と幼稚園教育の接続について
•安全に係る内容 ・小学校の教師も合同での研修

•幼児教育の充実について ・園内研修の進め方について

•指導主事を対象とした研修会・協議会

【幼児教育アドバイザー訪問支援事業に関するアンケート(市町村回答)結果】

今後、どのような訪問支援事業内容をご希望されますか。

ご協力ありがとうございました
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幼児教育班の新規及び今後の取組（案）

□登録制アドバイザーの活用（特別支援教育･心肺蘇生･衛生管理）
□オンライン相談会(1園45分）
□オンライン研修会(10月､11月､12月)
「幼児教育と小学校教育の円滑な接続」

□「幼児教育アクションプラン(仮)」作成及び配布(案)
□市町村幼児教育専任指導主事(補)中核保育者養成研修(案)
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３．「幼児教育班」の取組状況
市町村における幼児教育支援体制について➁

【表２】幼児教育担当配置状況（R１）

配置状況 教育委員会 福祉部局 計

専門を専任で配置 5市町村 6市町村 11市町村
専門外を兼任で配置 30市町村 0市町村 30市町村

【表３】幼小接続アドバイザー配置状況（R１）
配置状況 教育委員会 福祉部局 計

配置している ９市町村 ４市町村 13市町/41市町村

教育の専門家の集まる教育委員会で積極的な対応をお願いいたします
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令和3年度「幼児教育推進体制の充実・活用強化事業」意見交換会 （文部科学省初等中等教育局幼児教育課）令和3年11月17日
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黄金っ子応援プラン
保育所、幼稚園、認定こども園等と小学校との連携の推進

目標名 指標 単位 令和6年度
目標値

保幼こ小連絡
協議会の設置

実施市町村数 市町村 41

幼小接続アドバイ
ザーの配置

実施市町村数 市町村 41

保幼こ小合同
研修会の実施

実施市町村数 市町村 41
スタートカリキュラムの
編成

実施作成率 % 100
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幼児児童生徒の
「生きる力」「社会的自立」に向けて

幼児期の教育は
人格形成の基礎 生きる力の基礎を培う

重要な役割を担っている

全ての子供に対して
格差なく質の高い学びを推進

保育者の資質の向上に向けての取組
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